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要約

地震動の強さと，その地域分布を知る最も確かな方法は，いうまでもなく強震計による観測である。

しかし被害地震の歴史とその地域的広がりからみれば，観測資料はあまりにも少ない。特に大地震の

激震地の記録が欠けている。一方，地震によって生じた現象や被害の記録は少なからず残されている。

また，我が国においては， 1891年濃尾地震以来，墓石の転倒，木造建物の震害率分布などから震度分

布を推定する試みが続けられてきた。また， これらの方法を適用しより古い地震記録からその震度分

布などが調べられている。すなわち，被害地震における地震動の強さの地域分布を推考する立場からみ

れば，我が国各地に普遍的に分布する木造建物群は，墓石とともに簡易地震計と考えることができる。

しかしこのような手法(特に木造建物の震害率分布による場合)による震度は，多くの場合，いわゆ

る震度階に基づく地域区分にとどまり，地震工学の場においては活用しにくい。

この報告では，墓石など単体の移動・転倒に基づく震度推定の問題点・精度について理論解析結果な

どを加味して考察するとともに，主として木造建物の全壊率と震度(加速度)の関係についての既往の

研究に再検討を加えている。すなわち，既往の震災体験から，サイスミット・マイクロゾーニングの基

幹をなす地震動の強さの地域分布の推定手法の開発にアプローチしたものであるが，今後体系化するた

めの基礎として，この第1報をまとめた。
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1 はじめに

強震計による地震観測は，いうまでもなくその設置地

点の地震動をま日る手段としては最も確かなものであり，

地震工学上，貴重な記録が少なからず得られている。最

近では， 1966年松代群発地震 (M=5.4，保科観測点:540 

gal;金井， 1969)， 1966年Parkfield地震 (Mニ 5.6，490 

gal; Cloud， W. R. & Trifunac， M. D.， 1967)，1971年
San Fernando地震(M=6.6， Pacoima Dam Site: 1150 

gal; Hudson， D. E.， 1971)など震央近傍の記録も得ら

れつつある。しかし被害地震の歴史およびその地域分

布からみれば，これらの記録はごく限られたものであ

り，大地震における激震地の記録は特に少ない。

一方，既往の地震によって激震地に生じた現象に関す

る記録は，少なからず残されている。大森 (1900)，物

部(震災予防調査会， 1925C)はそれぞれ1891年濃尾地

震， 1923年関東大地震における木造建物の全壊率と墓石

など単体(柱状物体)の転倒による推定加速度(震度)の

聞の関係を量的に示した。以来， 1948年福井地震(北陸

震災調査特別委員会， 1950)など幾つかの地震において

上記の関係が求められている。また，被災地における被

害，地変その他の諸現象から総合的に震度分布を評価す

る研究も続けられている(例えば，佐山， 1973;村松，

*東京都立大学都市研究センター研究員

帥東京都立大学大学院工学研究科博士課程

1963)。ただしこの場合の震度は，いわゆる気象庁そ

の他の震度階であることが多い。

これらの調査研究は，地震動の観点からみれば，主と

して最大加速度の地域分布の推測を目的としている。こ
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の報告では，単体の地震時運動理論(望月・小林， 1976) 

などを参照しながら，既往の幾つかの被害地震の調査記

録を整理検討し墓石などの運動から推測される地震動

加速度並びにそれと木造建物の全壊率の関係における問

題点，課題などについて考えてみる。

なお，本テーマは都市問題との関連性という観点から

みれば，都市の被害予測などに際しその基幹となる入

力地震動の強さの地域分布を既往の地震における震害分

布から明らかにしようとするものである。そのために

は，地震規模，震源特性などをパラメータにした体系的

な研究が必要であり，著者らはそのような観点からの研

究を進めており，この報告でもそのような見方からの考

察を行っている。

2 単体の転倒から推測される震度について

ここで考える問題は，墓石などの調査において確かに

転倒したらしい墓石が選定できたとき，推定される震度

を合震度とみなすか，あるいは近似的に水平震度と考え

ていいかに関することである。

墓石など単体の転倒から地震動加速度(震度)を推定

しようとする試みは，前記したようにかなり古くから行

われているが，その際に用いられてきた推定式は

K B 
n 一 一一一
一 1-Kv H (1) 

ここに， K， Kvはそれぞれ水平動，上下動の震度，K
は合震度である。また， B， Hはそれぞれ単体の幅(奥

行)，高さ gは重力の加速度である。一方， Kvを無

視し，Westの公式と呼ばれている次式でKを表現するこ

とも少なくない。

K一日 B 一一ニ-g H 

ここに， αは水平動の加速度である。

(2) 

以上は，震度推定の基本式であるが，時に，より詳細

な考慮から，これを変形した型で用いられることもあ

る。例えば，福富他 (1954)は1952年十勝沖地震の調査

において台の傾斜度iなる単体に水平と0なる角度マ地

震動が作用して加速度五をうける場合を考え，百とgと

の比が，それ以上大きくなれば転倒するという境界値

Calg)を次式であらわしている。

(町(B/H)c昨 sini
+)ω山(附)si何百 ω

この式で地震動の働く方向が水平から， tan(O+i)=BI 

Hを満足するような傾き0の場合に(五Ig)が極小値，

(alg)怖になる。すなわち福富他は墓石の転倒に最
適な入力加速度の方向を仮定し，任意のH，Bに対して

最小の (alg)mを求めているが，これは合震度の考え

方の一種である。

前記，物部(震災予防調査会， 1925C)は，ある地方

における木造建物の標準耐震カをKo(合震度)で表わし

全壊率P (%)と豆(合震度)との関係を次の正規分布

曲線で示した。

100 rhY -h2v2 
=っ"-'-1e-uy- d (hy) (4) 
vπv  

-00 

こ、に y=豆一瓦oであり， hはその地方の建物の耐震

力の一様さ (Unif ormity)を示す指数と称している。物

部は(4)式を用いて関東大地震における Pと墓石など単体

の転倒によるKを各地で対応させた結果 Koは，0.45-

0.5， hは7-10と推定している(図-1)。また，この

地震においては，中村(震災予防調査会， 1925a)も震

度推定を行っている。中村は東京本郷における地震動の

最大加速度は156gal (周期1.2秒)程度と推定している。

しかし他地域の加速度は地震計など推定すべき手段が

なかったため，墓石・門柱などの転倒から推測してい

る。ただ，その値が大き過ぎて信じることができなかっ

たとの理由から，上下動と水平動の加速度が同程度に作

用したと仮定している。そして，この両加速度の偶力の

和が重力のおよぼす偶カより大きい時に転倒が生ずると

仮定している。すなわち， ah， avを水平，上下動の最大

加速度として，avH十ahB=Bg，ここで， ah=avの仮定

から， a= {B/(H+B)} 9，これよりaを各地で求めてい

る(表一1)。

以上，墓石など単体の転倒から推測される震度が合震

度として扱われ，多くの場合， KくK考えられてきたよ

うに思われる。ところで望月・小林 (1976)は単体の動

的挙動を解析し幾つかの場合に対する計算例を示して

いるが，図 2，図-3は単体の転倒におよぼす上下動

の影響に関する計算例である。図一2は入力地震波とし

て正弦波を用いた場合であり(B = 20cm， H = 60cm，一
定)，図 3は(ElCentro)地震波(1940，NS)を用いた場

合である (B/H=0.2，一定)。両図から上下動(Yo)の

存在が水平方向の転倒加速度を引き下げる効果が明らか

に認められる。その程度は，図-3の場合はばらつきはあ

るが，比率としては静的に考えた場合のB/Hニ Xo/(g

+YO)から得られる値に近い (Xo，Yo:それぞれ水平

および上下動の加速度)。そして図一2によれば，上下

動を水平動の0.6と仮定したとき，図-3では0.8と仮定

したとき，転倒限界震度がほぼ(2)式の値に近いものにな

っている。ただ，地震波，正弦波入力のいずれの場合も，

上下動は水平動の波に定数を乗じて小さくしただけで，

周期，位相などは全く変えていない。したがって，実際

の地震で上下動と水平動の最大時刻位置がずれた場合，

また周期特性が異なるときこの効果は，かなり減ずるは

ずである。例えば，前記Parkfieldの地震記録をみれば，
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中の曲線は転倒限界加速度を結んだもの)

倒加速度に比べて，動的応答計算の方が数%から10数%

高い値が得られること，並びに上記の理由から，次のよ

うに推論できょう。

確かに転倒したらしい墓石から(2)式を用いて水平震度

を推定する場合は，得られる値は，一般に低い側にあっ

ても高い側にあることはない。 L巾、かえれば，上下動の

存在を考慮して水平震度(加速度)を引き上げる必要は

ないといえそうである。それ故，以下にいう震度は特に
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図-2

71 
物体の転倒による加速度と木造住家全壊率

(1923年関東大地震)
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町:Westの公式による換算
値

表-1

a:中村(震災予防調査会， 1925a)による

断層線から200mしか離れていないにもかかわらず，上下

動の最大は地動の初期に表われており，その時刻の水平

動はまだ小さい。さらに，周期特性も全く異質なもので

ある。すなわち，これまでの幾つかの計算例では(図

2， 3;望月・小林， 1976参照)，いずれの場合も静的転
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断わらない限り，水平方向の震度とする。
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図-3 角柱の転倒におよぼす上下動の影響(上下，水

平とも実地震波入力， B/Hニ 0.2)

3 既往の幾つかの地震調査資料にみられる墓石

の転倒と移動について

墓石がロッキングから，ロッキング・スリッフ。から，

あるいはジャンブ。から台石に衝突するときの挙動を詳細

に考えれば，衝突時のカ積の大小，その他多くの諸条件

が関与するため，状況は極めて複雑になるが(望月・小

林， 1976)，大森 (1902)はすで、にB/Hがps(単体と床の

面接触時の静摩擦係数)より大なるとき，単体はスリッ

プを生ずるとして，濃尾地震における幾つかの事例につ

いて解説している。このρsの値についての今村 (1933)

は，石と石の接触で， 0.7，また佐野・武藤(1935)は，

石と石で0.4~0. 7，土と石で0.3~0. 7とその著に記して

いる。このように地震時における物体の移動は，かなり

古くから注目されてきたし，墓石の転倒から震度を推定

する際の大きな問題と考えられてきたことは容易に推察

される。

それ故，幾つかの地震において墓石の転倒率(スリッ

プして落下しているものも含む)が調査され，地震動の

強さの分布を相対的に推定する尺度として用いられてき

た。 図-4は， 1941年長野地震 (M=6.4)における上

記，墓石の転倒率と住家全壊率の関係であり，岸上他

(1941)および金井 (1941)の調査資料を組み合わぜて

表わしたものである。全壊率ゼロのところで点は大きく

ばらついてはいるが，全体的にみて全壊率と墓石転倒率

の関係は，おおよそ比例関係にある。また，前記，福富

他による 1952年十勝沖地震の調査は，震央距離x=63~

225kmのケ所で行われた。 この地震動の周期特性に関す

る北海道各地の測候所の記録によれば1.0秒内外ないし

それ以上のかなり長周期の地震であるo結果として，ほ

/ 

h j/ 

1弘.H手長聖子jj';愛(M=6.4)

図-4
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住家全壊率と墓石転倒l率の関係(墓石転倒率は
岸上他， 1941による，ただし墓石総数25未満の

墓地は除く，また，住家全壊率は，金井， 1941 

から作図)

30 

ぼajgが確定されたαjgの最大値は， O. 39(K =0.42) 

で大津村 (x= 81km，全壊率25.7%)にて得られ，日jg

と全壊率の関係，墓石の転倒率と震度，全壊率の関係は，

ばらつきはあるにしろよく対応している。そして，大き

な被害は泥炭地区で生じており，襟裳，広尾，様似，中

札内等の堅硬な地盤のところが，同じ震央距離の他地区

に対し，かなり α/gが小さく，墓石転倒率も低いことが

報告されている。

ところで， 1968十勝沖地震では，松田 (1968)，恒石

(1968)により詳細に墓石調査が行われているが，台石

から転落している慕石のB/Hは非常に大きい場合も多

く，転倒，不転倒はB/Hに無関係であったとしている。

すなわち，大部分の墓石は台石上で転倒したのではなく

スリップにより転落したのであり， B/Hの測定による震

度の推定はできないと報告している。そして松田(1968)

には， 27所の墓地における転倒，不転倒墓石のB/Hと転

倒率が示されている。この資料から各墓地における転倒

率と不転倒墓石の最小B/Hの関係をプロットしたもの

が図ー5である。この表現は，既往の大地震の幾っかに

おいて示されてきた木造建物全壊率と震度の関係と同ー

のものであるが，マクロにみれば一定の傾向が明らかに

認められる。ここでは不転倒墓石のB/Hを採用している

から，図の直線はおおよそ震度の上限 (Westの公式によ

る)を推測させるものである。当時，数は少なかったに

しても， ロッキングを経て転倒した墓石はあったはずで

あり(例えば，台石上に下端を残して倒れている墓石な

ど)，このような場合，個々の墓地で震度を決定するこ

とはできないと思われるが，例えば，図ー51こ確かに転

倒したらしい墓石のB/Hの最大値をプロットすること
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する調査結果であり，震災予防調査会(1925b)に示さ

れている。調査墓石総数はぼう大であり，総数581，321

個にのぼる。

図-6および図ー7は旧区および各都の木造建物全壊

率，土蔵震害率 (1日区内のみ)と墓石被害率の関係であ
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図-6

1968年十勝沖地震における青森県東南部の墓石

の転倒率と推定最大震度の上限(松田， 1968の

調査資料から作図)
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関東大地震における東京旧市内各地の土蔵震害

率と墓石被害率の関係

土蔵震害率={(全壊十半壊+大破)土蔵/土蔵総

数}(%)(震災予防調査会， 1925a，bから作図)
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により，おおよその震度の幅は推定しうるのではなかろ

うかと考えている。

一方，恒石によるこの地震を対象としたρsに関する実

験によれば， psの掘はかなり大きく，条件によっては0.23

程度と小さい場合がある。ところで，この値は実誤IJによ

れば，同一実験時(種々の直圧加カの場合)のばらつき

は小さいようであるから，現地でテンションメータなど

を用いて実測することにより，落下墓石の原因の判定，

あるいはスリップに要した加速度を推定することも今後

の調査では考えられる手法である。なお，表他(1976)は

このようなスリップの問題を考慮して， 1975年大分県中

部地震において，ほぞ付きの墓石の転倒寸法を基準値と

して，震央付近一帯の加速度を420galと推定している。

ところで，上記の幾つかの地震では大体木造建物の被

害の大きいところ，地盤の悪いところで墓石の転倒率が

高くなっており，このようなケースがほぼ一般的かと思

われるが，著者らが調べた範囲ではただ一例，それらと

全く傾向の異なる例がある。それは関東大地震における

東京旧市内およびその郡部の墓石転倒率並びに移動に関
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る。図-6より墓石の転倒(スリップによる落下が少な

からずあるものと思われる)，移動は明らかに四谷，豊

多摩(淀橋，中野，渋谷など)，牛込，小石川など木造

建物の全壊率が低い山の手台地で多く，南葛飾(大島町，

砂町，亀戸など)，本所，深川など軟弱沖積層の厚い地

盤上で少なL、。したがって， よく知られているように関

東大地震における東京の土蔵の被害と地盤の関係は木造

建物のそれとは全く逆の関係にあるから，図 6と図-

7の関係は全く逆転する。ただし，図 7の場合，郡部

の土蔵の総数の資料は見出せなかったため，省いてある O

この地盤と 2種の構造物の被害並びに墓石の転倒，移

動の関係をいかに解釈すべきであろうか。墓石が古くか

ら筒易地震計とみなされてきた大きな理由のーっとし

て，全国的にみてその群としての性質に大きな違いはな

いことがあげられる。したがって，調査された墓石総数

のぼう大さから考え，この結果は総計的な有意性を十分

もつはずであり，地震動の特性と密接な関連をもつこと

が推測される。墓石が転倒するためには，その寸法によ

って定まる一定周期(望月・小林(1976)における臨界周

期)以上の周期をもち，かつ少なくとも(2)式で近似され

る値以上の加速度の入力が必要である。さらにps>B/H

の条件が要求される。著者らの計算によれば，これらの

条件が満たされた場合，ほぼ一波の加速度波入力で転倒

する。また， ρs以上の震度が作用しなければ，墓石のス

リップによる移動は生じないしこの運動によって転落

することもない。したがって，各区，各群の墓地群にお

ける墓石のh分布に大きな差がなく，例えば，正規分布

などある値を中心とする分布を考えれば，転倒(真に転

倒の場合は寸法分布も同様に考える)あるいは移動した

墓石数の比率が，山の手台地で極めて多いという事実

は，低地に比べて台地の地震動加速度が高かったことを

推測させる。

最近，大田 (1977)は幾つかの地震における東京およ

びその近辺での同時観測記録を整理し発表しているが，

東京磯層近くから地上までの増幅率は下町低地で約2.4，

山の手台地で約2.9倍と，後者の方が大きいことを指摘

している。これは中小地震に対する結果であるが，前記

した墓石の転倒・移動に関する記録は，大地震である関

東大地震の東京における加速度の地域分布を示唆してい

るものと推察する。

そして，この地震における土蔵の被害が山の手台地

で大きいこととよく調和する。著者らは， 1855年安政江

戸地震の東京での被害を考察しているが(望月・宮野，

1977a)，この地震では土蔵も震源に近い下町低地で，は

るかに大きな被害をうけており(表一2)，地盤振動と

の共振現象によると考えるよりも，加速度の地域差と解

釈する方が妥当と思われる。

4 墓石の転倒による震度と木造建物の全壊率の

関係について

大地震の最大加速度が，いわゆる地盤の良いところと

軟弱地盤のいずれで大きいかは，充分わかつてはいな

い。 3で示した例では関東大地震の東京の場合を除け

ば，軟弱地盤の方が大きかったといえそうであり， 1952 

年十勝沖地震では特にそれが顕著に認められている。こ

れは，地震波のもつ周期特性に関係するように思われる。

福富も指摘しているように， 1952年の十勝沖地震では全

域的に地震動は比較的長周期であった。ところで，震央

付近の地震動の基幹的な周期については，大地震時には

1~2 秒といわれているが(例えば，河角， 1973など)， 

地震計による十分な資料があるわけではない。

例えば， 1948年福井地震では寺院の鐘がゆれて鐘楼の

梁に衝突した傷跡などから1. 2~1. 8秒程度が推測されて

いる(北陸震災調査特別委員会， 1950)。中級の直下地震

の場合には，幾つかの震央近傍の記録があり， Parkfield 

の加速度記録からは，卓越周期O.7秒， 1. 4秒が読みとれ

るが(石田・大沢， 1976)，断層からはなれるに従い，短

周期化するとともに連続する波数も増加している (Clo・

ud， W. R.他， 1967)。また， 1934年南伊豆強震 (Mニ

5.5)の須崎 (xニ 21伽)の記録によれば(福富， 1934)， 

水平加速度115gal，周期はおおよそ0.7秒である。距離

はかなりはなれているが，大きな加速度は 1-2波であ

り，震央付近の波形を比較的よく保っているように思わ

れる。

そして，ここに数値をあげた例のような地震の場合，

あまり大きくない墓石で， (B/H)gがその最大加速度目

以下，かつhの条件が満たされるものは転倒するであろ

うし， (2)式でおおよその震度(加速度)を推定すること

も可能である。例えば， B/H(単位は棚)=20/60=0.33 

の臨界周期(これ以下の短い周期では，単体は極めて大

きな加速度を入力しないと転倒しない。その限界の周期

である。望月他， 1976)は約O目55秒， B /H =24/60=0. 4 

では，約0.62秒， B/H=30/60=0.5では，約0.75秒程度

になる。

関東大地震の東京の地動として，山原(1976)，森岡

(1976)は本郷での地震動の再現を行っているが，それ

によれば，それぞれ380gal， 392 gal (K =0.4)が得ら

れている。図-8は森岡による加速度波のフーリエ・ス

ベクトノレである。地震波のデジタル量は那須，森岡両先

生の御好意により，こ、に使用させていただいた。図に

よれば，変位記録からの変換による読み取り精度限界の

ため， 5Hz以上の短周期成分はカットされているが，最

大ピークはそこに生じており，より短周期側に最大加速

度が表われる可能性も全くないとはL、えないようにみ

える。そして，このスベクトルと前記の臨界周期一単体
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表 2 1855年安政江戸地反 (M二 6.9)による東京(江戸)各地の被告

地 名(町 名) i 死者(人) I 治(軒or棟家~ I 土蔵(所全)壊| 戸(戸)数 I全(壊%)率 Ic人死/者軒/潰or家棟)

1. 芝金杉他橋(金杉南方麻布一円) 10 |川47 I 
1.1 0.16 

2. 麻布谷町(麻布全福寺門前町) O 0.6 0.29 

3. 麹町，牛込，四谷一円 39 2.5 O. 19 

4. 駒込，小石川，小日向辺一円 19 
I 11，571 I 6.4 0.04 

5. 外神田(佐久間町)，湯島本郷辺 6 2.0 0.36 

6. 今川橋より北方内神田一円 32 0.49 

7 T橋より南方新橋まで左右御堀端限 1 (6) I 5 (0.2) 

9 T橋より南方左右御堀端まで京橋限 | 18 2.0 0.44 

9. 日本橋南方より左右御堀端まで通り l 7 1.0 0.40 
4丁目限り

10. 日本橋より今川橋まで 23 3.5 0.72 

11.本八丁堀町 加 I 7師 i2. 1 0.44 

12 葺屋町より両国横山町，お玉ケ池辺| 1.8 0.46 

13. 上野辺，山下，下谷，谷中 138 26.2 0.24 

14.守戸主草辺両語J1TPiJ，浅草御門外から花JII I 42 
I 1仏109 I 

12.9 0.49 

15. 浅草兼房町 63 11. 8 0.16 

16. 本 所 116 23.8 0.17 

17. 南本所元町他，深川熊井町他 | 同 oI 札制| 807 I 16，875 I 49.3 0.20 

(墓石)寸法の関係からみる限り， B/Hニ0.4の通常の

大きさの墓石は転倒しそうにない。したがって，東京山

の手台地の多くの地域における関東大地震の地動の特性

が，図-8の特性と著しく異なることはないとすれば，

SW-NE 

5 

2 4 6 8lftz) 

図 8 関東大地震の本郷における加速度波(森岡，

1976)のフーリエスペクトル

そこでの転倒墓石の大部分はスリップにより落下したこ

とになり，個々の墓地でその地点の震度を決定すること

はかなりむずかしい。

以上から，主として墓石などの転倒から推定される震

度のうち，ある値より大きな震度(例えば，0.3以上とい

った)は，比較的長周期の地動加速度に対応するもので

あり，地震動特性あるいは地域によっては，必らずしも

最大加速度を示すものではないと推論する。しかし，我

が国各地に普遍的に存在する墓石などの単体から震度を

推定する手法は，いささかもその意義を減ずるものでは

ない。何故なら，既往の大地震並びに今後発生するで・あ

ろうところの地震時の調査において，比較的長周期の加

速度波に弱い木造建物をはじめとする各種構造物に対す

る地動の強さ(単なる最大加速度を意味しない)の地域

分布を推測させる貴重な手がかりとなるからである。た

だし墓石などの転倒から震度(加速度)を推定する場

合，転倒率(スリップによる落下を含む)，移動率，震央

距離，被害並びに地盤特性との対応性など総合的な検討

を加え，評価する必要があろう。

ところで，墓石などの転倒による震度と木造建物の全
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壊率がある程度一般性をもって関係付けられれば，豊富

な資料の残されている木造建物の全壊率分布から地震動

の強さの地域分布をかなり工学的な活用性をもたせて推

測することが可能になる。前述したように物部は，この

関係を(4)式で表わした。ここでは，前記，物部の資料に

中村(表-1)の資料を加え， (4)式のhとKoの最適値を

関東大地震に対して決定する。すなわち，物部は h=

7 ~10， Ko=O. 45~0. 5として，幅をもたせて瓦(合震

度)-P (全壊率)関係を提案しているが，誤差率を最

小にするという条件で， K(水平震度)-P関係を一義的

に決定しこれを(4)式で表わす。すなわち，下式による

誤差の和を最小になるように(4)式の h，Koを決定するo

n Pti-Poi 
誤差の和弓11 (5) 

ここに， Pti， Poiはそれぞれ各地の推定震度Ki(データ

:前出の物部および中村，表-1による)に対応する実

験式並びに実際の木造建物全壊率である。 nはデータ個

数であり，上記文献では総数77件与えられているが，同

一震度推定値に対する Poiは，これを平均全壊率で表わ

しここではn=32を用いている。データの幅は， K= 

0.17-0.6， Poi= 0 -90. 0%であり，前述の理由により

K， Koはいずれも水平震度とする。

図-9は得られた実験式とそれに対する実際の Ki-

Poiのばらつきの程度を示したものである。ここに， hは

7.55， Koは0.49，そのときの誤差の和は-1.6である。な

お，標準偏差σで表わせばσ=1/(し12h)より， σ=0.093

9 

Ko=O.49 • h=7.55‘z併=-1.1印
(誤差)
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図-9 関東大地震時のP-K関係(中村，物部の資
料，震災予防調査会報告， 1925a，Cから算定)

とtr.る。
図-10は，以上のようなK-Pの関係を既往の幾つか

の地震について示したものである。ただし，図中の福井

地震については，高橋(北陸震災調査特別委員会， 1950) 

がまとめた関係であり， 1962年宮域県北部地震(Mニ6.4)

については，佐藤他 (1962)の調査資料を， 1952年十勝

沖地震については，福富他 (1954)の資料をそれぞれ上

記のように著者らがまとめて示したものである。また，

濃尾地震は大森が調査したものであるが，前記，物部

(震災予防調査会， 1925 c)に示されている。さらに，

1974年伊豆半島沖地震 (M=6.9)，1975年大分県中部地

震 (M=6.4)は，望月，国井，松田，田村(1974，1976)

を上記と同様にして著者らが求めたものである。いずれ

も原資料における震度と全壊率の関係は大きくばらつい

ているが，平均化してマクロにとらえれば，ほマ図-10

のように表わせる。

99.9 

99 
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0.5 0.6 0.3 
主主K

図 10 震度と木造住家全壊率の関係

図-10の震度と全壊率の関係は，地震によってかなり

差異があり，この違いを物部はKoとhで表わそうとし

た。いいかえれば，それぞれの地域での建物群の構造特

性で説明しようと考えたわけであるが，著者らは，地震

動の特性の違いをより強く感ずる。すなわち，図-10に

よれば，マグニチュードMが大きい地震ほど，低い震度

(加速度)で高い全壊率の生ずる傾向が明らかに認めら

れる。木造建物の全壊率が，主に地震動加速度の大小の

みで定まるなら，このような傾向は表われず，時代とか
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地域特性に関する傾向が，より強く反映されるはずであ

る。特に建物構造の時代による変遷の影響が図上に表わ

れるものと思われる。

Mの大きい地震における方が，小さい地震の場合と比

較して，同一加速度時の全壊率が高いのは，主要動の継

続時間が長いこと，および木造建物にとって不利な長周

期成分がー般により多く含まれていることによると推察

される。また，宮城県北部沖地震を除き Kが0.5~0.6

で全壊率が90~100%に達する傾向が図 10から認めら

れる。

ところで，濃尾地震のMは図上に併記したように，8.4

とも 7.9ともいわれているが，他の内陸あるいはそれに

近い大型地震に比べ，低い震度(加速度)で高い全壊率

を示す度合が著しい。もし， Mが7.9ないしそれに近い

とすれば，図 10の全体的傾向からみて，よりそのこと

を強く感ずる。関東大地震時の東京の震度が下町低地で

0.2，山の手台地でO.1と，当時推測され，中村(震災予

防調査会， 1925a)が意識的に加速度を引き下げて考え

たこと，並びに物部(震災予防調査会， 1925 c)が，震

度を合震度と解釈したことなどが図ー10の濃尾地震のK

-p関係に由来するように思われる。すなわち，濃尾地

震のこの関係が，後の関東大地震のの震度を低めに評価

させる背景になったと解釈する。

なお，この点については，木造建物(住家)の全壊数

(率)と主としてはそれに伴う圧死者の関係が地震動特

性と密接に関係することから，濃尾地震と他の大地震の

場合を比較することにより検討を加えている(望月，宮

野， 1977b)。
ところで，前述したようにこの研究の大きな目的の一

つは，比較的資料が豊富に残されている木造建物の被害

(全壊)率分布から，その地震における地震動の強さを

工学的に評価することであり，これが地震規模などをパ

ラメータにして一般化しえれば，今後生ずるであろうと

ころの地震に対し，極めて有力な資料となる。この木造

建物の全壊率と地動の強さの関係を結びつけるものが図

-10などに示した墓石などの転倒による震度調査資料で

ある。

それ故，例えば，地震規模をパラメータにして，木造

建物の全壊率と震央距離・地盤の関係が実験式などの型

で得られれば，それぞれのタイプの想定地震に対する震

央距離・地盤と震度の関係が，図 10など介して推測す

ることがある程度可能となる。

著者らは，その第一歩として， 1923年関東大地震にお

ける木造建物(住家)全壊率と震央距離・地形(地盤)

の関係を求めた(松田，望月，宮野， 1977)。図ーlla，

b，はその例であり，それぞれ， a.沖積平野(自然堤防，

三角州)， b.谷底低地と各種斜面と低地とを境する徴高

地における X(震央距離)-P(全壊率)の関係である。
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また 7種の地形(地盤)に対するX-pの関係(6)式に

おける 2つのパラメータA，Bを，表 3に示す。
B 

P=Ax W 

いずれの地形に対しでも，原資料(震災予防調査会，

1925 a)のPとxの聞には，ばらつきはあるが，平均的

にみれば，図-l1a，b，表-5のように表わせる。図

および表から，震央に近い範閤(著者らは被害からみた

表-3 関東大地震の各種地形におけるx-P関係(6)式
のパラメータA，Bの値

0くx:::;:XB 界距震B離(央境 XB<Xく120km* 

7三地E角騒州〉平fh!l司jlB 〈刷 A | B 1 | l 
-0.0951 60卜…(7.47

(価海砂斧州世，平浜堤野) 阿 0.132[ 揃 [5.39X1吋 M 
[54.01 -0叫 45 16.36X叫-8.10 

丘地陵斜地面， 台 [87.8[ -0. 342[ 45 [4.79 X州|一 7.49 

海河成成台台地地， [66.0[-0.260[ 40 [1.19X1011[-6.06 

諮問34.41吋
山地斜面 1~)0p;j 16. 54-X 10 4[ - 3.26 
注) XB:被害からみた震央圏の境界震央距離 XBを境

界としてA，Bが変化するo
*:X が100~120km以遠では，全壊率は極めて少

となるため，精度は低下すると思われる。

日1

-
nu 
nu 

日.011∞X v.v' 1 1∞X 

(a)沖積平野(自然堤防， (b)谷底低地，各種斜面と
三角州<干拓地>) 低地とを境する徴高地

図ー11 各種の地形に対する震央距離X(初)と木造住家

全壊率P(%)の平均的な関係の例(関東大地震)
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袋央闘と仮称する)とより遠方では， A， Bの値すなわ

ち，図 l1a， bの勾配が異なり，単一の指数関係では

表現できない。なお，こうL、う震央は，金森他 (1973)

における測地学的断層モデルの相模トラフ沿いの長さ85

kmの断層(線)を考えている。

これより， (6)式と表-3のパラメータを用い，各地形

に対応する P-X関係を求め，図 9に示した関係， (4) 

式 (hニ7.55，Ko=O. 49)を用いれば，関東大地震級の

想定地震に対する各地，各地形(地盤)上のおおよその

地震動の強さを推定することができる。

著者らは，このような手法を既往の他の幾つかの地震

に用い，より一般化された地震動の強さを推定するため

の研究を現在，進めており，サイスミッタ・マイクロゾ

ーニング手法を確立するための基礎にしようと考えてい

る。

5 まとめ

以上，この報告では，合震度，墓石の転倒と移動，墓

石の転倒による推定震度とその解釈およびそれと木造建

物の全壊率の関係について，幾つかの資料を示し，若干

の考察を加えてきたが，ここに報告の結論的な内容を要

約する。

(1) Westの公式による墓石の転倒からの推定震度を

合震度と考えることは，震度を過小評価することになる

と推測される。

(2) 墓石の転倒率(スリップによる転落を含む)，移

動率の大小は，その地点の加速度の大小と密接に関連す

ると思われ，一般に墓石による推定震度，被害の大きい

ところで，墓石の転倒率も高い。

(3) 関東大地震時の東京における墓石の転倒・移動率

は山の手台地で高く，下町低地で小さい。すなわち，木

造建物被害率とは逆の相関性をもっている。このことか

ら少なくともこの地震に関する限り，東京山の手台地

の地震動加速度は，より軟弱な地盤より成る下町{民地に

おけるよりも大きかったと推測される。

(4) (3)のように考えると， 1855年安政江戸地震で震源

に近い下町で土蔵の被害が多く，山の手で小さかったこ

とが，そして，関東大地震では，それが逆になっている

現象が説明付けられる。すなわち，土蔵のように極めて

剛な構造物の被害は，共振というよりも，地震動加速度

のより大きい地域で生じたと解釈される。

(5) 比較的古い地震における墓石などの調査において

は，転倒加速度におよぼす寸法効果などが十分考慮され

ていたとは考えにくいから，ある値より大きい炭度(例

えば，0.3以上といった)は，比較的長周期の地震動加速

度に対応するものと思われる。したがって，地震動特性

あるいは地域によっては(特に硬質地盤において)，必

らずしも最大加速度を示すものではないと推論する。

(6) 今後の墓石調査では，転倒・不転倒による推定震

度の他に，墓石の落下・転倒率，摩擦係数なども調べ，

総合的な検討から震度を推定する必要がある。

(7) 既往の幾つかの地震における震度と木造建物の全

壊率の比較の関係によれば，同一震度(加速度)に対す

る全壊率は，地震規模 (M)が大きいほど近く， Mが小

さいほど高くなる傾向が認められる。

(8) (7)の比較および木造建物の全壊率と圧死者の発生

率などの関係からみて，濃尾地震，関東大地震に対して

いわれてきた震度は，過小評価であると推測される。

(9) (7)から，地震の規模などによる震度と木造建物全

壊率の関係の差異は，それぞれの地域での木造建物の構

造特性の違いというよりも，地震動の特性(周期，主要

物の継続時間など)により強く支配されていると考えら

れる。

側地震規模などをパラメータにして，木造建物の全

填率と震央距離・地形(地盤)の関係が実験式などの型

で得られれば，それぞれのタイプの想定地震に対する震

央距離・地形(地盤)と震度の関係が，図-10などを介

してある程度推定することができる。

(1功 。ゅの 1ステップとして， 1923年関東大地震におけ

る木造住家全壊率と震央距離・地形 (7種)の関係の実

験式を求めた。

(叫 上記 7種の地形における震災距離と全壊率の関

係で，ほぽ共通的にみられる特徴は，震央距離がある範

閤より小さい間は，距離による全壊率の低下が緩慢であ

るのに対し，それ以遠では全壊率が急速に低下すること

である。そして，上記の震央距離の境界付近を除けば，

距離と全壊率の関係は 2つの指数関数でお、よそ近似

できる。

(l市 (1時，同より.(6)式と表 3のパラメータを用い，

各地形に対応する関係を求め.(4)式にh=7. 55， Ko=O. 

49を代入すれば，関東大地震級の想定地震に対する各地

.各地形上のおおよその地震動の強さを推定することが

できる。

未尾ながら，関東大地震波の貴重な資料を伎わせてい

ただいた早稲田大学の那須・森岡両先生並びに地震調査

記録の収集でお世話になった宇佐美龍夫東大教授に心か

らの謝意を表わします。
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